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令和元年９月作成 

川島町子育て支援課 

資料１ 

第２回 川島町子ども・子育て会議スライド資料 



アンケート調査結果について 

  令和元年７月５日（金）～令和元年７月１７日（水） 

種別 対象施設 配布数 回収数 回収率 

就
学
前
児
童 

さくら保育園 ９１件  
 

３２２件 

６４件  
 

２６０件 

７０．３％ 

けやき保育園 ６４件 ４６件  ７１．２％ 

とねがわ幼稚園 １６７件 １５０件 ８９．８％ 

郵送 １５７件 ６３件 ４０．１％ 

計 ４７９件 ３２３件 ６７．４％ 

○調査期間 

☆第２期川島町子ども・子育て支援事業計画アンケート結果 

種別 対象施設 配布数 回収数 回収率 

就
学
前
児
童 

さくら保育園 ７５件  
 

２１４件 

２７件  
 

５８件 

３６％ 

けやき保育園 ７４件 １８件  ２４．３％ 

川島幼稚園 ６５件 １３件 ２０％ 

郵送 ４１９件 ２４２件 ５７．８％ 

計 ６３３件 ３００件 ４７．４％ 

☆第１期川島町子ども・子育て支援事業計画アンケート結果 

○調査期間  平成２５年１２月６日（金）～平成２５年１２月２０日（金） 

第１期川島町子ども・子育て支援事業計画アンケートでは、郵送提出が可能だったが第２期川島町子ども・子育
て支援事業計画アンケートでは直接園に提出する方法に変更したため、回収率が２０％向上した。 

【就学前児童】 



アンケート調査結果について 

種別 対象施設 配付数 回収数 回収率 

就
学
後
児
童 

中山小学校 １９１件  
 
 

５４３件 

１３９件  
 
 

４４５件 

７２．８％ 

伊草小学校 １７０件 １４８件 ８７．１％ 

つばさ南小学校 ８１件 ６３件 ７７．８％ 

つばさ北小学校 １０１件 ９０件 ８９．１％ 

郵送  １０件   ３件 ３０％ 

計 ５５３件 ４４３件 ８０．１％ 

☆第２期川島町子ども・子育て支援事業計画アンケート結果 

○調査期間   令和元年７月５日（金）～令和元年７月１７日（水） 

☆第１期川島町子ども・子育て支援事業計画アンケート結果 

○調査期間  平成２５年１２月６日（金）～平成２５年１２月２０日（金） 

種別 対象施設 配付数 回収数 回収率 

就
学
後
児
童 

中山小学校 １５４件  
 
 
 

４４８件 

２８件  
 
 
 

７７件 

１８．２％ 

伊草小学校 １５６件 ２４件 １５．４％ 

三保谷小学校 ３４件 ７件 ２０．６％ 

出丸小学校 ２８件 ４件 １４．３％ 

八ツ保小学校 ３７件 １０件 ２７．０％ 

小見野小学校 ３９件 ３件 ７．７％ 

郵送  ４件   １７１件 － 

計 ４５２件 ２４８件 ５４．９％ 

【就学後児童】 

第１期川島町子ども・子育て支援事業計画アンケートでは、郵送提出が可能だったが第２期川島町子ども・子育
て支援事業計画アンケートでは学校に直接提出する方法に変更したため、回収率が２５．２％向上した。 



子ども・子育て支援事業計画策定イメージ 

５年間の計画期間における… 

① 幼児期の学校教育・保育（認定こども園、幼稚園、保育園） 

② 地域子ども・子育て支援事業（利用者支援事業や、地域子育て支援拠点 

                    事業、放課後学童クラブ等の13事業） 

３歳以上の子ども 
教育のみ 

（保育の必要なし） 

子ども・子育て支援事業計画（５か年計画） 

量の見込み・確保方策 

３歳以上の子ども 
保育必要 

３歳未満の子ども 
保育必要 

１号認定 ２号認定 ３号認定 

① 教育・保育 

② 地域子ども・子育て 
支援事業 

（13事業） 

子育て家庭の状況及び需要 

需給計画 



量の見込みの算出方法について 

各事業の利用希望者数（人） 
 現在、利用している 
 今後、利用したい 

各事業の利用希望数（日・回） 
 現在、○日（○回）利用している 
 今後、○日（○回）利用したい 

利用意向割合（％） 
アンケート調査の 
回答者数（人） ÷ ＝ 

利用意向割合（％） × 

各年度の推計児童数（人） 
 
 
 
 
 

※対象年齢は、事業により異なる。 

就学前児童 

小学生 

＝ 
利用意向児童数（人） 

各事業の利用希望数
（日・回） 

量の見込み（ニーズ量） 

① 手引きに基づき、保護者の利用意向割合を算出する 

② 人口推計による利用意向児童数（推計）を算出する 



子ども・子育て支援事業計画の記載事項について 

○教育・保育の提供区域の設定（※次ページ） 

○幼児期の学校教育・保育の量の見込み、確保の内容（方策）、その実施時期 

○地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、確保の内容（方策）、その実施時期 

○幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び推進体制の確保の内容 
   例：認定こども園への移行に必要な支援や、認定こども園の普及に係る考え方 
  （認定こども園を普及させる背景や必要性等） 

必須記載事項 

任意記載事項 

○産後の休業や育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保 
 産休・産休明けの保護者が、希望する時期に教育・保育施設、地域型保育事業を円滑に利用できる
ようにするための確保策 

○専門的な知識や技術を要する子どもの支援に関する施策の県との連携について 
 児童虐待防止対策の充実、母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進、障害児など特別な支援を要す
る子ども施策の充実 

○労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の 
 整備に関する施策との連携 
 労働者、事業主、住民の理解促進、具体的な実現方法の周知のための広報・啓発など 

※幼児期の学校教育・・・・・幼稚園 

※特定教育・保育施設等・・・・・認定こども園・幼稚園・保育所など 
  の施設型給付費の対象となる施設。 



教育・保育の提供区域とは 

子ども・子育て支援法第61条第２項 

 町が定める子ども・子育て支援事業計画では、「提供区域」ごとに、 

ア 地域型教育・保育施設（認定こども園、幼稚園、保育園） 

イ 地域型保育事業（家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅型訪問事業） 

ウ 地域子ども・子育て支援事業（13事業） 

 それぞれ、①量の見込み、②提供体制の確保の内容、③実施時期を定めるこ
ととなっています。 

○地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、 
 教育・保育を提供するための施設の整備状況などを勘案し、 
○地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となることを踏まえて、 
市町村が設定する区域のことです。 

※児童数などの数的基準や、区域の面積要件などはありません。 
※事業実施単位ではないため、区域を越えての教育・保育施設の利用を妨げるものではありません。 
 また、広域で設定した場合でも、学童保育など小学校区ごとに事業を実施することを妨げるもの 
 でもありません。 

提供区域とは 



川島町における区域 

○提供区域を細かい範囲で設定すると、既存の教育・保育施設がない区域が生じる。 

○区域内において需給バランスが取れるように施設整備しても、一過性の増減であったり、利用者は 
 区域を超えた利用も多くあるため、非効率な施設整備や不安定な施設運営となることが懸念される。 

○提供区域は、量の見込みの算出や確保体制の検討のほか、需給調整の判断基準となる基本単位である 
 が、利用者が居住地区を越えて教育・保育サービス等を利用することを妨げるものではない。 

○幼稚園は、園バスを使用するなど、もともと居住地区にとらわれず、遠方の利用（広域利用）がある 
 こと。 

○保育園利用者は、施設選定に当たり、通勤経路を考慮する場合があること。 

居住地域の子どもの人口と所在する教育・保育施設の利用状況は必ずしも一致しない。 
そのため教育・保育提供区域の設定にあたっては、ある程度の大きさでの設定が望ましいと考えられる。 

 川島町の教育・保育の提供区域については、 

   ① 既存の施設は町全域の受け入れをしており、区域を超えた施設利用があること 
  ② 居住地区ごとの人口変動に左右されることなく、需要推計を比較的立てやすい 
    ため、計画的に対応することができる 
  ③ 町民にとってわかりやすい区域設定であること 

 以上を踏まえ、第1期川島町こども・子育て支援事業計画と同様に町全域（１区域）とします。 

区域を細分化した場合 



将来就学前児童人口推計（参考） 

各年 
4月1日
現在 

実績 推計 

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 

総人口 21,408 21,165 20,958 20,660 20,491 20,197 19,939 19,676 19,385 19,088 18,801 

0歳～5歳 740 717 698 656 648 628 619 564 550 537 509 

割合 3.5% 3.4% 3.3% 3.2% 3.2% 3.1% 3.1% 2.9% 2.8% 2.8% 2.7% 

総人口とともに、未就学児童も減少傾向となっています。 

未就学児に関しては、令和元年の６２８人に対し、令和６年では、５０９人と、１１９人の減少が予測されます。 
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量の見込みと確保方策の算定について 

（計画における記載イメージ）  

川島町 

１年目 ２年目 

・・・ 

５年目 

R２年度 R３年度 R６年度 

１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 

3-5歳 
教育
のみ 

3-5歳 
保育
必要 

0-2歳 
保育
必要 

3-5歳 
教育
のみ 

3-5歳 
保育
必要 

0-2歳 
保育
必要 

3-5歳 
教育
のみ 

3-5歳 
保育
必要 

0-2歳 
保育
必要 

① 量の見込み 158人 140人 98人 156人 138人 96人 141人 130人 90人 

② 

確
保
方
策 

教育・保育施設 
（私立幼稚園、 
町立保育園） 

280人 145人 100人 280人 145人 100人 280人 145人 100人 

地域型保育事業 
（該当なし） 

②-①過不足 122人 5人 2人 124人 7人 4人 139人 15人 10人 

教育・保育 

【認定区分】 １号認定：３歳以上から就学前で、保育の必要がない子ども 
       ２号認定：３歳以上の就学前で、保育が必要な子ども 
       ３号認定：０歳から３歳未満で、保育が必要な子ども 



量の見込みに対する確保方策（受け入れ体制） 

（計画における記載イメージ）  
地域子ども・子育て支援事業 

地域子育て支援事業 
１年目 ２年目 

・・・ 

５年目 

R２年度 R３年度 R６年度 

① 量の見込み 1,500人（１か所） 1,500人（１か所） 1,500人（１か所） 

② 確保方策 1,500人（１か所） 1,500人（１か所） 1,500人（１か所） 

②-①過不足 0人 0人 0人 

放課後児童クラブ 
１年目 ２年目 

・・・ 

５年目 

R２年度 R３年度 R６年度 

① 量の見込み 200人 200人 200人 

② 確保方策 150人 200人 200人 

②-①過不足 ▲50人 0人 0人 

・ 
・ 
・ 

 事業ごとに作成（13事業） 


